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 事業構造改革の実施、業績予想及び配当予想の修正に関するお知らせ   

        

 当社は、平成 25 年２月７日開催の取締役会において、事業構造改革の実施、平成 24 年 11 月２日に

公表した業績予想及び配当予想の修正について決議いたしましたので、以下のとおりお知らせいたしま

す。 

 

記 

１．事業構造改革の背景と目的 

当会計年度（平成 25 年３月期通期）における当社グループの連結売上高は前年同期比 9.5%増の

1,430 億円となる見込みであり順調に推移しておりますが、国内事業について、当社個別売上高は前

年同期比 14.7%減となる見込みであり厳しい経営環境にあります。 

当社グループでは、これまで徹底した経営の効率化・合理化等によってコスト削減、経費圧縮に全

社を挙げて取組んでまいりましたが、国内個別事業の業績見込みは大きく悪化しております。 

今後の見通しにおいても、国内自動車生産は円高の継続による完成車輸出の更なる減少と燃費効

率の良い軽自動車や小型車が主力となり、当社の国内個別の生産付加価値は大きく減少するものと

予想されます。 

一方で当社主要得意先の海外生産は今後も継続的な拡大が見込まれ、更に北米、中国、アジアに

おいては、ゼネラルモータースをはじめ様々な自動車メーカーからの新規受注も確定しており、海外各

地域における事業は厳しい競合はあるものの、事業拡大機会は大きいと判断しております。 

このような状況において当社グループは、国内市場縮小への対応と海外事業拡大を同時に達成さ

せるべく抜本的な事業構造改革に取組むことが急務であると判断し、事業構造改革を実施することを

決定いたしました。 

 

２．事業構造改革の概要 

（１）国内個別固定費の削減 

国内自動車生産の減少と小型化が進行し、国内生産付加価値が大幅に減少する状況において、当

社個別の固定費は過剰になっております。そのため当社の固定費の削減策を実施いたします。 

①人員の適正化 

 海外各地域の自律完結体制の構築に向け、国内本部の業務移管と権限の委譲を推進していき

ます。具体的には、北米、中国、アジアの各地域の営業、開発、生産技術体制を強化すると同時に

各拠点の生産体質強化に向け、60 名程度の新規海外駐在員を本年４月より派遣します。併せて当

社組織を現行の７本部２室から４本部２室に統廃合することにより、当社全従業員を対象とした希望

退職者募集を実施し、150 名程度を削減いたします。 

 なお、希望退職者募集については、本日公表いたしました当社における「希望退職者の募集に

関するお知らせ」をご参照下さい。 

②役員報酬の削減及び賞与支給の取止め 

本年１月より、取締役及び執行役員は月額報酬の 10%～20%を減額しております。併せて６月に支

給予定であった役員賞与については支給の取止めを決定いたしました。 



③役員の削減 

本年４月より執行役員を 22 名より 15 名に削減し、６月には取締役を９名より７名に削減する予定で

す。 

④久喜・亀山両事業所の生産体制改革 

両事業所の過剰生産設備や工場の集約及び相互生産補完体制の構築をいたします。 

 

（２）事業構造改革に要する費用 

①亀山事業所の固定資産減損計上について 

「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき、当社が所有する亀山事業所の固定資産について、

将来の回収可能性を検討した結果、平成 25 年３月期第３四半期連結決算において 3,472 百万円の

減損損失を事業構造改善費用として特別損失に計上いたしました。 

場所 用途 種類 減損損失 

三重県亀山市 製造設備 建物・機械装置他 3,472 百万円 

なお、亀山事業所は今後も重要な生産拠点として事業を継続いたします。 

②人員の適正化について 

希望退職者の募集に伴い発生する特別退職加算金等の事業構造改善費用を 1,395 百万円と見

込み、特別損失として計上しております。 

 

（３）今後の取り組み 

国内個別事業の営業黒字化と海外事業の安定的な成長を達成するべく最適な経営資源の配分を

図り「良い製品を早く、安く」提供することで世界のお客様の期待に応えられるよう全力をつくして参りま

す。なお、平成 26 年３月期で約 2,000 百万円のコスト削減効果を見込んでおります。 

 

３．業績予想について 

上記事業構造改革の実施及び第３四半期累計期間の業績状況により、業績予想は以下のとおりと

なります。 

（１）平成 25 年３月期通期連結業績予想の修正(平成 24 年４月１日～平成 25 年３月 31 日) 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 円  銭

前回発表予想（A） 141,000 4,800 4,500 1,400 113.29

今回発表予想（B） 143,000 5,050 5,000 △2,750 △222.54

増減額（B－A） 2,000 250 500 △4,150  

増減率（％） 1.4 5.2 11.1  －  

(参考)前期実績 
(平成 24 年３月期) 

130,609 4,712 4,342 1,657 134.16

（２）修正の理由 

２．（２）のとおり、事業構造改善費用を特別損失に計上したことを踏まえ、修正を行ったものでありま

す。 

 



４．配当予想の修正について 
 年間配当金 

 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

前回予想 
（平成 24 年 11 月２日発表） 

－ － － 10.00 20.00

今回修正予想 － － － 0.00 10.00

当期実績 － 10.00 －   

前期実績 
（平成 24 年３月期） 

－ 10.00 － 10.00 20.00

修正の理由 

当社は、剰余金の配当につきましては、株主還元を経営上の最重要課題の一つと考え、各期の業績、

配当性向並びに以後の事業展開に必要な内部保留の水準等を総合的に勘案し、安定的な配当を継続

することを基本としております。 

しかしながら、上記のとおり通期で多額の純損失を計上する見込みとなったため、当期の期末配当に

つきましては誠に遺憾ながら実施を見送らせていただきます。これにより、年間配当予想は１株につき 10

円となります。 

 

（注）本資料に記載される業績見通しの将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

 

  以 上 


